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従業地・通学地による人口・就業状態等集計とは 

当該集計は、全ての調査票を用いて、従業地・通学地による人口の構成や現在住んでいる市区

町村と従業地・通学地の市区町村との関係などを集計した結果である。この結果によって、昼間

人口や昼夜間人口比率などを把握することができる。 

これらについての詳細な結果は、下記URL（総務省統計局）の「統計表一覧」を参照のこと。 

http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2015/kekka.htm 

用語の解説 

従業地・通学地      

  就業者が従業している又は通学者が通学している場所をいい、次のとおり区分される。 

 (1) 自市区町村で従業・通学 

    従業・通学先が常住している市区町村と同一の市区町村にある場合。 

  〈自宅〉 従業している場所が、自分の居住する家又は家に附属した店・作業場などである場

合。なお、併用住宅の商店・工場の事業主とその家族従業者や住込みの従業員などの従業

先がここに含まれる。また、農林漁家の人で、自家の田畑・山林や漁船で仕事をしている

場合、自営の大工、左官などが自宅を離れて仕事をしている場合もここに含まれる。 

  〈自宅外〉 常住地と同じ市区町村に従業・通学先がある人で上記の自宅以外の場合。 

(2)  他市区町村で従業・通学 

    従業・通学先が常住している市区町村以外にある場合。 

  〈県内〉 

    ・自市内他区 常住地が横浜市、川崎市及び相模原市にある人で、同じ市内の他の区に従

業・通学先がある場合。 

     ・県内他市区町村 従業・通学先が県内の他の市区町村にある場合。 

   〈他県〉 従業・通学先が他の都道府県にある場合。 

(3) 従業・通学市区町村「不詳・外国」 

従業・通学先が現在住んでいる市区町村以外であるが、市区町村名が不明又は従業地が外

国の場合。 

 

昼間人口・夜間人口 

 (1)  従業地・通学地による人口（昼間人口） 

       従業地・通学地集計の結果を用いて、次により算出された人口。 
      Ａ市の昼間人口＝〔Ａ市の夜間人口〕―〔Ａ市における流出人口〕＋〔Ａ市における流入人口〕 

   ※１ 上記の「流出人口」とは、Ａ市に常住しＡ市以外へ通勤・通学する人口をいい、

「流入人口」とは、Ａ市以外に常住しＡ市に通勤・通学する人口。 

   ※２ 「流出人口」及び「流入人口」には、15歳未満の人を含む。 

   ※３  夜間勤務の人、夜間学校に通っている人は、昼間勤務、昼間通学とみなして昼間人

口に含まれるが、買物客などの非定常的な移動は考慮しない。    

  (2)  常住地による人口（夜間人口） 

      調査時に調査の地域に常住している人口。 

昼夜間人口比率 

    夜間人口100人当たりの昼間人口。 

 

就業者・通学者 

  (1)  就業者 

      平成27年９月24日から30日までの１週間に賃金、給料、諸手当、営業収益、手数料、内職

収入など収入（現物収入を含む。）になる仕事を少しでもした人。 

  (2)  通学者 

       上記の期間に主に（仕事を少しでもした人は除く。）通学していた人。 

       なお、「通学」とは、小学校・中学校・高等学校・高等専門学校・短期大学・大学・大学

院のほか、予備校・洋裁学校などの各種学校・専修学校に通っている場合も含まれる。 

 

その他の用語 

その他の用語は、『平成27年国勢調査 調査結果の利用案内 －ユーザーズガイド－』（総務

省統計局）を参照のこと。 

http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2015/kekka.htm


3 

 

Ⅰ 従業地・通学地別人口  ·············································· １ 

Ⅱ 昼間人口、夜間人口  ················································ ２ 

Ⅲ 流出人口、流入人口  ················································ ２ 

Ⅳ 昼夜間人口比率  ···················································· ３ 

Ⅴ 15歳以上就業者・通学者の通勤・通学先  ······························ ４ 

Ⅵ 年齢階級、男女別15歳以上就業者  ···································· ５ 

 

統計表 

表１   神奈川県の昼間人口、夜間人口及び昼夜間人口比率  ··············· ７ 

表２   都道府県別昼間人口、夜間人口及び昼夜間人口比率  ··············· ７ 

表３    常住地による従業地・通学地別15歳以上就業者及び15歳以上通学者 ··· ８ 

表４   従業地・通学地による常住地別15歳以上就業者及び15歳以上通学者 ··· ９ 

表５     常住地による従業地別産業（大分類）別15歳以上就業者  ··········· 10 

表６   従業地による常住地別産業（大分類）別15歳以上就業者  ··········· 11 

表７   常住地による年齢（５歳階級）、男女別15歳以上就業者  ··········· 12 

市区町村別統計表 

表８   流出人口、流入人口、流入超過人口、昼間人口及び昼夜間人口比率 ··· 13 

表９   常住地による人口及び従業地・通学地による人口  ················· 14 

表10     常住地による従業地・通学地別15歳以上就業者及び15歳以上通学者 ··· 15 

表11     従業地・通学地による常住地別15歳以上就業者及び15歳以上通学者 ··· 17 

表12     従業地による産業（大分類）別15歳以上就業者 ····················· 19 

 
参考 

神奈川県内市区町村ランキング  ·········································· 21 

目   次 

数値の見方 

・ 本文及び図表の数値は、その表章単位に合わせて単位未満を四捨五入しているため、合計と

内訳の計は必ずしも一致しない。 

ただし、増減数、昼夜間人口比率は公表数値から算出している。 

 
・ 割合は、特にただし書きがない限り分母から不詳を除いて算出している。 

なお、「県内」及び「他県」の割合は、「他市区町村」に占める割合（従業・通学市区町村

「不詳・外国」又は従業市区町村「不詳・外国」を除いて算出）に、総数に占める「他市区

町村」の割合（従業地・通学地「不詳」又は従業地「不詳」を除いて算出）を乗じて算出し

ている。 

 

・ 前回との差（ポイント）は小数点第２位以下の数値で算出しているため、表上の数値と必ず

しも一致しない。 
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Ⅰ 従業地・通学地別人口 

 「従業も通学もしていない」者の割合が最も高い 

表Ⅰ 従業地・通学地別人口及び就業者数－神奈川県（平成22年、27年） 

図Ⅰ 従業地・通学地別人口の割合－神奈川県（平成22年、27年） 

平成27年国勢調査による10月１日現在の神奈川県の常住人口のうち従業地・通学地「不

詳」を除いた人口に占める従業地・通学地別人口の割合をみると、「自市区町村」が

26.8％（「自宅」3.5％、「自宅外」23.3％）、「他市区町村」が35.4％（「県内」

21.1％、「他県」14.3％）、「従業も通学もしていない」が37.8％となっている。 

平成22年国勢調査（以下「22年調査」という。）と比べると、「自市区町村」が1.2ポ

イントの低下、「他市区町村」が0.5ポイントの低下となっており、従業又は通学をする

者の割合は低下となっている。一方、「従業も通学もしていない」は1.7ポイントの上昇

となり、その割合は最も高くなっている。 

「従業も通学もしていない」割合を全国と比較すると、平成22年（全国37.7％）、平成

27年（全国38.5％）とも下回っている。 
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Ⅱ 昼間人口、夜間人口 

 昼間人口、夜間人口ともに増加 

本県から他県へ通勤又は通学している流出人口は113万1482人（通勤99万7585人、通学13

万3897人）。22年調査時の流出人口109万8907人に比べ 3万2575人（通勤3万1792人、通学

783人）3.0％増加している。 

また、他県から本県へ通勤又は通学している流入人口は32万8194人(通勤27万7379人、通

学5万815人）で、22年調査の流入人口30万4769人に比べ2万3425人(通勤2万2251人、通学

1174人）7.7％増加している。 

その結果、流出超過人口は80万3288人（通勤72万206人、通学8万3082人）で、22年調査の

流出超過人口79万4138人に比べ9150人(通勤9541人、通学△391人）1.2％増加となってい

る。 

なお、増減について22年調査と比較すると、流出人口と流入人口が増加、流出超過人口が

減少している。 

【表１・３・４参照】 

Ⅲ 流出人口、流入人口 

 流出、流入、流出超過とも平成22年に比べいずれも増加 

昼間人口は 832万2926人で東京都、大阪府に続き全国３位。22年調査の 825万4193人よ

り 6万8733人、0.8％増加している。しかしながら、22年調査時の増加数（34万8974

人）、増加率（4.4％）よりもともに下回った。 

夜間人口（常住人口）は 912万6214人で東京都に次ぐ全国２位。22年調査の 904万 

8331人により7万7883人、0.9％増加している。しかしながら、22年調査時の増加数（29万

5297人）、増加率（3.4％）よりもともに下回った。 

【表１・２参照】 

※ 不詳には、15歳未満就業者を含む 

表・図Ⅲ 就業者及び通学者における流出・流入人口－神奈川県（平成27年） 
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Ⅳ 昼夜間人口比率 

 神奈川県の昼夜間人口比率は91.2（前回とほぼ同じ）、８市区町が100以上 

図Ⅳ 昼夜間人口比率－県内市区町村（平成27年） 

昼夜間人口比率は 91.2、22年調査時の91.2とほぼ同じ（△0.0ポイント）で、流出超

過となっている。 

近隣都県の昼夜間人口比率の状況は、東京都は117.8（22年調査118.4）と100を超え

る流入超過であり、埼玉県は88.8（同88.6）、千葉県は89.7（同89.4）と流出超過であ

り、各県から多くの県民が東京都へ通勤・通学していることが伺える。 

全国における一都三県の順位は神奈川県が44位、埼玉県が47位、千葉県が46位と下位

である一方、東京都は１位（そのほか昼夜間人口比率の高い府県：大阪府２位、京都府

３位、愛知県４位。低い県：奈良県45位、兵庫県43位、岐阜県42位。）。 

また、昼夜間人口比率が100以上の県内市区町村は、８市区町（横浜市西区、横浜市

中区、箱根町、中井町、川崎市川崎区、厚木市、愛川町、横浜市神奈川区の順）で、横

浜市西区が186.0で最も高くなっている。 

一方、100未満の市区町村は、50市区町村で、二宮町が73.3で最も低くなっている。 

                                                  【表２・８参照】 
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Ⅴ 15歳以上就業者・通学者の通勤・通学先 

 神奈川県内に常住する15歳以上就業者・通学者の通勤・通学先の四分の一が他県 

15歳以上の就業者・通学者は457万694人で、「自市区町村で従業・通学」が161万8500

人（15歳以上就業者・通学者数の36.8％）、「他市区町村で従業・通学」が277万9045人

（同 63.2％）である。他市区町村のうち「他県で従業・通学」は112万1858人（同

25.8％）となっている。 

なお、「他県で従業・通学」では東京都が105万9202人（同24.3％）と最も多くなって

いる。 

22年調査時と比べると、15歳以上就業者・通学者は4万5894人の減少（△1.0％）、「自

市区町村で従業・通学」が6万2267人の減少（△3.7％）、「他市区町村で従業・通学」が

11万5860人の減少（△4.0％）している。他市区町村のうち「他県で従業・通学」は3万

4715人、の増加（3.2％）となっている。なお、東京都への従業・通学は2万1359人増加

（2.1％）している。                                                     

 

次に、就業者の従業地別産業別の状況をみると、第１次産業は3万4368人で「自宅・自

市区町村で従業」が3万66人（同産業の80.0％）、「他市区町村で従業」が4272人（同

12.4％）、第２次産業は86万7104人でそれぞれ30万5098人（同25.2％）、55万4655人（同

64.5％）、第３次産業は297万267人でそれぞれ111万3606人（同27.8％）、183万8527人

（同62.3％）となっている。 

なお、他県で従業の割合が高い産業（大分類）は、「情報通信業」が62.4％（15万3865

人）と最も高く、次いで「金融業，保険業」が50.7％（5万8066人）とこの２業種が50％

以上となっている。ちなみに、他県に常住し神奈川県で従業の割合が高い産業（大分類）

は、「情報通信業」が23.9％（2万8940人）と最も高く、次いで「製造業」が11.7％（5万

9017人）である。                                                           

 【表３・５・６参照】 

表図Ⅴ 他県で従業・通学－県内市区町村（平成27年） 
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Ⅵ 年齢階級、男女別15歳以上就業者 

表Ⅵ 年齢階級別従業地別15歳以上就業者の割合－神奈川県（平成27年） 

15歳以上の就業者は 412万1817人で、男性が239万4501人、女性が172万7316人で、男

性が66万7185人多い。年齢５歳階級別では男女ともに40～44歳（男性32万611人、女性

22万8588人）が最も多くなっている。 

男女別の従業地別の人数と割合をみると、「自宅・自市区町村で従業」している者は

149万9792人で、男性が70万5722人（従業地別割合30.7％）、女性が79万4070人（同

47.6％）と女性が男性を上回っている。年齢５歳階級別では男女ともに65歳以上（男性

14万2145人、女性11万8493人）が最も多くなっている。 

「他市区町村で従業」している者は246万4102人で、男性が159万890人（同69.3％）、

女性が87万3212人（同52.4％）。年齢５歳階級別では男女ともに40～44歳（男性22万

9506人、女性11万6136人）が最も多くなっている。 

従業地が他市区町村のうち「他県で従業」している者は99万7576人で、男性が68万

4234人（同30.0％）、女性が31万3342人（同18.9％）。年齢５歳階級別では男性は45～

49歳（10万544人）、女性は25～29歳（4万5289人）が最も多くなっている。 

【表７参照】 

 自宅・自市区町村での就業は女性が男性より多い 
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統計表 
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